
　令和７年度の財政状況は、歳入では、給与所得の

上昇や市内企業の設備投資などにより、自主財源の

根幹をなす市税は大幅に増加すると見込んでいます。

　歳出では、東山代複合施設の建築工事が完了した

ことなどによる大幅な減少が見込まれますが、人件

費や扶助費などの義務的経費や、一部事務組合への

負担金、市民センターの改修、保育園の民営化に伴

う施設整備に要する経費などが大幅に増加します。

　こうしたなか、財政の健全性に配慮しながらも、

これまで積み立ててきた基金を活用しながら、伊万

里市が掲げる『６つのまちづくり』の実現に向けた

積極的な予算編成を行いました。

　その結果、今年度の一般会計予算は、総額 342億

8,500 万円で、令和６年度予算と比較し、0.1％の

増加となっています。

令和７年度当初予算総額
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繰入金
37億494万円

寄附金
30億2,000万円

分担金及び負担金
１億5,457万円

使用料及び手数料
３億4,156万円

諸収入ほか
5億2,023万円

歳　入

●市　税…………�個人と法人の市民税や固定資産税、たば
こ税などです。

●繰入金…………基金や特別会計からの繰入金です。
●寄附金…………�ふるさと応援寄附金など、個人や法人な

どから受ける金銭寄附です。
●使用料及び手数料…施設の使用料、戸籍や住民票の謄・

抄本の手数料などです。
●分担金及び負担金…災害復旧事業の負担金、保育園の入

所負担金などです。
●諸収入ほか……受託事業収入や雑入などです。
●地方交付税……�国が徴収した税金から、地方公共団体が

等しく事務を進められるよう一定の基準
で交付されるものです。

●国庫支出金……国からの負担金や補助金です。
●県支出金………県からの負担金や補助金です。
●市　債…………�市が行う事業の財源として、国や金融機

関などから借り入れる借入金です。
●地方譲与税ほか…地方譲与税や地方消費税交付金などです。

市税
76億8,618万円

教育教育費費
2929億億4,850万円4,850万円

衛生費
2424億億6,9476,947万円万円

土木費
19億4,301万円

諸支出金
７億4,325万円

消防費
12億4,016万円

農林水産業費
1111億億8,8858,885万円万円

商工費
７７億億6,8676,867万円万円

その他
１億593万円

歳出総額歳出総額
　 　 342342 億億
� 8,500� 8,500 万円万円

歳　出

●民生費	����社会福祉や児童福祉、生活保護など市民
の安定した生活を保障する経費です。

●総務費	����企画や男女協働、まちづくりなど、主に
総務部門に要する経費です。

●教育費	����小・中学校などの学校教育や社会教育、
保健体育など教育全般の経費です。

●衛生費	����保健衛生や、ごみの収集・処理などに要
する経費です。

●土木費	����道路や河川、住宅、公園、市街地などの
整備や維持管理に要する経費です。

●公債費	����借入金の返済に要する経費です。
●消防費	����火災など災害に対応するための経費です。
●農林水産業費	�農林水産業の振興に要する経費です。
●商工費	����商工業や観光の振興に要する経費です。
●諸支出金	���企業会計への繰出金などです。
●議会費	����議会運営に要する経費です。
●その他	����労働費や災害復旧費などです。

議会費
２億3,475万円

地方交付税
62億3,373万円

地方譲与税ほか
19億6,970万円

民生費民生費
123123億億8,6298,629万円万円

総務費総務費
8484億7,436万円億7,436万円

依存財源依存財源
188 億188 億
5,7525,752 万円万円
 （55.0％） （55.0％）

市債
20億6,270万円

国庫支出金金
56億5,092万円万円

県支出金
2929億億4,0474,047万円万円 自主財源自主財源

154154 億億
2,7482,748 万円万円
 （45.0％） （45.0％）

公債費
1717億億8,1768,176万万円円
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令和７年度　当初予算額

※令和７年３月補正後の額です。

※主な借入先は、財務省、地方公共団体金融機構、佐賀

県、市中金融機関などです。

会計区分 現在高

企
業
会
計

 水道事業 58億 7,661万円

 工業用水道事業 69億9,291万円

 下水道事業 64億 5,834万円

計 193億 2,786万円

特
別
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表
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表３ 市債現在高

会計区分 現在高

 一般会計 231億 3,223万円

表２ 企業会計予算額

区 分 収益的収支 資本的収支

水
　
道
　
事
　
業

収　入 収　入

15億 648万円 ７億5,417万円

支　出 支　出

15億 648万円 20億   940 万円

工
業
用
水
道
事
業

収　入 収　入

10億 6,009万円 12億 2,563万円

支　出 支　出

10億 6,009万円 22億 2,297万円

下 

水 

道 

事 

業

収　入 収　入

13億 4,258万円 12億 7,596万円

支　出 支　出

13億 4,258万円 16億 5,205万円

企

業

会

計

表１ 特別会計予算額

特別会計名 予算額

国 民 健 康 保 険 68億 7,746万円

介 護 保 険 60億 2,979万円

後 期 高 齢 者 医 療 18億　　56万円

計 147億 781万円
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